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№ 交付対象事業の名称 所管 事業概要
事業
始期

事業
終期

事業費
交付金
充当額

事業の成果及び効果

1

物価高騰対応低所得世
帯重点支援事業【物価
高騰対策給付金】（事
業費）

介護福祉課

物価高騰が続くなかで、低所得者世帯への支援を
行うことで、低所得の方々の生活を維持する。令
和５年度の住民税非課税世帯へ１世帯あたり７万
円を給付する。

R6.1 R6.4 111,090,000 111,090,000
支援給付金により低所得世帯の
生活維持が図られた。

住民税務課

介護福祉課

3

物価高騰対応低所得世
帯重点支援事業【給付
金・定額減税一体支援
給付金】（事務費）

介護福祉課
物価高騰が続くなかで、低所得者世帯への支援を
行うことで、低所得の方々の生活を維持するため
の給付金支給に係る事務費。

R6.7 R7.3 2,528,559 2,526,000
支援給付金により低所得世帯の
生活維持が図られた。

4
物価高騰対応学校給食
費補助事業

教育課
給食用材料費の物価高騰においても、保護者の給
食費負担を軽減しつつ、栄養価や量を保った学校
給食を提供するため、給食費の一部を助成する。

R6.4 R7.3 2,368,000 2,368,000

町内の小中学校に通う児童生徒
に対して、漏れなく給食費補助
を行うことで、学校給食に係る
負担軽減が図られた。

5
保育所・認定こども園
等物価高騰対応支援事
業

介護福祉課
エネルギーや食材費等の価格高騰に対する経営支
援として、保育所・認定こども園に補助金を交付
する。

R6.4 R7.2 547,000 547,000

対象施設へ支援することで、エ
ネルギー価格や食材費等の価格
高騰に対する事業所の負担軽減
が図られた。

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（令和６年度実施分）効果検証

2

物価高騰対応低所得世
帯重点支援事業【給付
金・定額減税一体支援
給付金】（事業費）

物価高騰が続くなかで、低所得者世帯への支援を
行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
令和５年度均等割のみ課税世帯へ１世帯あたり10
万円、令和６年度非課税世帯へ１世帯あたり10万
円、令和６年度均等割のみ課税世帯へ１世帯あた
り10万円、こども加算１人５万円を給付する。
また、定額減税を補足する給付を実施する。

R6.7 R6.11 61,170,000 61,170,000
支援給付金により低所得世帯の
生活維持が図られた。

令和６年度臨時交付金事業
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6
障害者福祉サービス事
業者物価高騰対応支援
事業

介護福祉課
エネルギーや食材費等の価格高騰に対する経営支
援として、障害者支援施設に補助金を交付する。

R7.1 R7.2 1,500,000 1,500,000

対象施設へ支援することで、エ
ネルギー価格や食材費等の価格
高騰に対する事業所の負担軽減
が図られた。

7
社会福祉施設等物価高
騰対応支援事業

介護福祉課
エネルギーや食材費等の価格高騰に対する経営支
援として、介護保険等高齢者関係事業者に補助金
を交付する。

R7.1 R7.2 11,465,000 11,465,000

対象施設へ支援することで、エ
ネルギー価格や食材費等の価格
高騰に対する事業所の負担軽減
が図られた。

8
医療施設等物価高騰対
応支援事業

健康保険課
エネルギーや食材費等の価格高騰に対する経営支
援として、医療機関に補助金を交付する。

R7.1 R7.3 6,416,000 6,416,000

対象施設へ支援することで、エ
ネルギー価格や食材費等の価格
高騰に対する事業所の負担軽減
が図られた。

9
ＬＰガス料金負担軽減
支援事業

総務課

ＬＰガス料金高騰の影響を受けている世帯の負担
軽減を図るため、ＬＰガス協会及び販売事業者を
通じて、使用料金の一部を値引きするころで消費
者を支援する。

R7.1 R7.3 10,798,347 10,798,000
ＬＰガス料金高騰の影響を受け
て世帯の負担軽減が図られた。

10
令和６年度低所得世帯
支援枠事業（事業費）

介護福祉課

物価高騰が続くなかで、低所得者世帯への支援を
行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
令和６年度住民税非課税世帯１世帯あたり３万
円、こども加算１人２万円を給付する。

R7.2 R7.2 47,920,000 47,325,000
支援給付金により低所得世帯の
生活維持が図られた。

11
令和６年度低所得世帯
支援枠事業（事務費）

介護福祉課
令和６年度住民税非課税世帯１世帯あたり３万
円、こども加算１人２万円を給付するための事務
費。

R7.2 R7.2 1,164,597 666,000
支援給付金により低所得世帯の
生活維持が図られた。

256,967,503 255,871,000計

令和６年度臨時交付金事業


